
水産情報提供の整備推進事業（継続）

１ 趣 旨
水産基本法では、国民に対し水産物の安定供給の確保を政策課題として位置付

け、水産基本計画によりこれを推進することとしている。
このため、漁業者等に対する精度の高い水産情報の提供やそれに伴う技術開発

は、効率的な操業の実現や資源管理を推進する上で重要な役割を担っている。
漁業者は精度の高い水産情報をいち早く知ることによって、漁場探索に要する

時間短縮やコストの削減、安定的な漁業生産や資源管理に対応した操業の実現が
可能となるほか、これらの基礎情報を活用することにより、漁業被害の未然防止、
資源管理指標となる資源評価や漁海況予報の精度向上を図ることが可能となるこ
とから重要な情報源となっている。

漁海況情報は、漁業者等からはリアルタイムで精度の高い情報の提供に対する
ニーズが極めて高くなっているとともに、資源管理を進める上でも重要な情報で
あるが、現状の体制では海洋の日々の変化やその見通しについては体系的な情報
の収集解析や、提供の事業が円滑に行われているとは言い難い現状にある。

このため、民・官が連携した情報収集体制の整備を行い、漁況、海況情報とい
った水産資源の管理等に必要な最新情報を迅速に作成し、適正な資源管理及び経
営の安定化の推進を図る。

２ 事業内容
より精度の高い水産情報をリアルタイムに提供するため、官庁、研究機関等に

よる情報と衛星情報（表面水温・水色・海面高度情報）によって、寒暖流の変動、
海面高低により示される海の渦・水色・潮流といった、対象魚の成育活動に係る
精度の高い海況情報を提供し、また、漁船や市場から漁獲情報や漁船の分布情報
を入手し、漁況情報を提供することを支援する。さらに、漁業関係者等のニーズ
に対応するため、海域毎に順次２４時間以内の海況情報の提供体制の構築と４８
時間以内の漁況情報の収集体制の構築を合わせて実施することを支援する。

３ 事業実施主体
民間団体

４ 事業実施期間

平成１８年度～平成２２年度

５ 平成２２年度概算決定額（前年度予算額）
２３，８４７千円（２７，６６３千円）

６ 補助率
１／２

７．担当課
水産庁漁場資源課 ０３－６７４４－２３７７（直）


